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１ 農林水産物に係る知的財産の国内外での保護

（１）地理的表示（ＧＩ）
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海外における日本の地理的表示の保護

日本 外国

※諸外国では、
１００か国以上で
ＧＩ保護制度が既に導

入

ＧＩの相互保護を可能とする制度を整備

日本で外国ＧＩを保護
⇒ 模倣品の排除による誤認・混同の防止

外国で我が国ＧＩを保護
⇒ 我が国生産者のＧＩ登録の負担軽減
⇒ 外国での我が国農林水産物のブランド化

我が国と同等水準と認められるＧＩ制度を有する外国とＧＩリストを交換し、
当該外国のＧＩ産品について、所要の手続を行った上で、農林水産大臣が指定

輸入された不正表示産品の譲渡しを禁止

① 生産者団体が登録を申請。産品の名称を生産
地や品質等の基準とともに登録。

③ 国内の生産・流通業者の不正な地理的表示
の使用は行政が取締り。

② 登録された地理的表示については、知的財
産として名称を保護。

④ 登録免許税の９万円を除き、更新費用は不要。

１ 我が国と同等のＧＩ制度を有する外国と個別の
二国間等の国際協定によるＧＩ相互保護を可能と
する（保護を拒絶する場合の要件や事前の異議
申立ての手続について定める。）。

２ 輸入業者に対し輸入された不正表示産品の譲り
渡しを禁止する規制を定める。

３ 平成28年12月26日に施行

現行制度 改正ＧＩ法の概要

追
加

GI法の28年改正の概要

○ 海外における地理的表示の保護が国家間の国際約束によっても実現可能。
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○ 現在無期限に認められている先使用期
間を原則として７年に制限。

※ 国内のＧＩ登録産品の生産地と同一の地域で
生産されている先使用品については、ＧＩ登録
産品との混同を防ぐのに適当な表示を付せば、
７年経過後も先使用が可能。

○ 先使用期間の制限等に伴い、ＧＩマー
クの表示を任意化（現行法では、先使用
品とＧＩ登録品の区別のため、ＧＩマー
クの表示を義務化）

○ 産品へのＧＩの貼付に加え、広告等に
おけるＧＩの使用についても規制する

２ 高いレベルでのＧＩ保護
・先使用（ＧＩ保護前からＧＩと同一又は類
似の名称を使用していた場合）については
７年間に制限＜第十四・二十九条第１項＞
・産品へのＧＩの表示だけでなく、広告等
サービス分野におけるＧＩ使用も規制

＜第十四・二十九条第１項＞

・真正の産地表示や～タイプ、～スタイル等
GI産品でないことを明らかにした表示、Ｇ
Ｉ産品であるかのように示唆する手段につ
いても規制＜第十四・二十五条第１項（b）＞

日ＥＵ・ＥＰＡに伴うＧＩ法の30年改正の概要
日ＥＵ・ＥＰＡの主な合意事項 ＧＩ法の主な改正内容

〇 文字や国旗等を組み合わせた結果ＧＩ
産品と誤認させるおそれのある表示も規
制する

１ 相互保護
・日本側48産品、ＥＵ側71産品について地
理的表示（ＧＩ）を相互に保護 ＜附属書十
四－Ｂ＞
・協定発効後は、公文交換により附属書を改
正し、産品追加が可能 ＜第十四・三十条、
第二十三・二条第３項及び第４項＞

3



z

Copyright 2018 Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

日EU・EPAにおけるGIの相互保護

○ EU側71産品、日本側48産品の食品GIを相互に保護することに合意。

○ 協定発効後、産品追加が可能。

２０１７年 ７月 日ＥＵ・ＥＰＡ大枠合意

２０１７年12月 日ＥＵ・ＥＰＡ交渉妥結

２０１８年 ７月 日ＥＵ・ＥＰＡ署名

⇒日ＥＵ・ＥＰＡの発効に合わせて指定
（保護が開始）

保護の開始までの流れ

・「指定」により保護される外
国の産品には、日本の登録標章
（GIマーク）は付けられない。

・外国産品に、外国のGIマーク
が付いていることがあります
が、国内法令上、表示の義務は
ない。

指定産品のGIマークについて

＜日本における手続き＞ ＜ＥＵにおける手続き＞
2017年１月～2018年２月
日本の産品の公示手続

（意見書提出期間：２ヵ月）

2017年７月～2017年10月
ＥＵの産品の公示手続

（意見書提出期間：３ヵ月）

2017年11月
学識経験者委員会
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日本国内で保護するＥＵ側ＧＩ ７１産品

酪農製品：２７品目（チーズ２６品目、バター１品目）

食用油脂：１０品目

生鮮・水産：６品目

食肉製品：１４品目

菓子類：５品目

出典：Qualigeo Atlas. Atlas of european and non-european PDO, PGI, TSG agri-food products / MAURO ROSATI (2009)

アジアーゴ
イタリア

モッツァレッラ ディ
ブファーラ カンパーナ

イタリア

パルミジャーノ レッジャーノ
イタリア

グラナ パダーノ
イタリア

ゴルゴンゾーラ
イタリア

フォンティーナ
イタリア

ペコリーノ ロマーノ
イタリア

ブリー ド モー
フランス

カマンベール ド ノルマンディ
フランス

タレッジョ
イタリア

プロヴォローネ ヴァルパダーナ
イタリア

ペコリーノ トスカーノ
イタリア

コンテ
フランス

ダナブル
デンマーク

イディアサバル
スペイン

ロックフォール
フランス

ルブロション/
ルブロション ド サヴォワ

フランス

エメンタール ド サヴォワ
フランス

マオン メノルカ
スペイン

ゴーダ ホラント
オランダ

ケイジョ サン ジョルジュ
ポルトガル

エダム ホラント
オランダ

フェタ
ギリシャ

ケソ マンチェゴ
スペイン

ウエスト カントリー ファー
ムハウス チェダー チーズ

イギリス

ホワイト スティルトン チーズ/
ブルー スティルトン チーズ

イギリス

バター

リューベッカー マジパン
ドイツ

ブール ダルデンヌ
ベルギー

ニュルンベルガー ブラートブルスト/
ニュルンベルガー ローストブラートブルスト

ドイツ

モルタデッラ ボローニャ
イタリア

ザンポーネ モデナ
イタリア

プロシュット トスカーノ
イタリア

ティローラー シュペック
オーストリア

ジャンボン ダルデンヌ
ベルギー

ハブーゴ
スペイン

ジャンボン ド バイヨンヌ
フランス

セゲディ サラーミ/
セゲディ テーリサラーミ

ハンガリー

サーモン

リンゴ

シエラ デ カソルラ
スペイン

シュタイリッシェス キュルビスケルネール
オーストリア

メーラ アルト アディジェ/ 
スティロル アプフェル

イタリア

スコティッシュ ファームド サーモン
イギリス

その他食肉製品：
（フランス）カナール ア フォアグラ ド スゥドウエスト（シャロス、ガスコーニュ、
ジェルス、ランド、ペリゴール、ケルシー）
（イタリア）ブレザオラ デッラ ヴァルテッリーナ
（イタリア）プロシュット ディ サン ダニエレ
（スペイン）ギフエロ
（スペイン）ハモン デ テルエル/パレタ デ テルエル

その他食用油脂：
（ギリシャ）シティア ラシティウ クリティス
（スペイン）アセイテ デル バホ アラゴン
（スペイン）アンテケラ
（スペイン）バエナ
（スペイン）プリエゴ デ コルドバ
（スペイン）シエラ デ カソルラ
（スペイン）シエラ デ セグラ
（スペイン）シエラ マヒナ
（スペイン）シウラナ

その他菓子類：
（キプロス）ルクミ イェロスキプ
（ドイツ）ニュルンベルガー レープクーヘン
（スペイン）トゥロン デ アリカンテ

その他加工品等：９品目

ヒホナ
スペイン その他：

（オーストリア）シュタイリッシャー クレン（西洋わさび）
（ドイツ）ホップヘン アウス デア ハラータウ（ホップ）
（フランス）ウィール エサンスィエル ド ラヴァンド ド オートプロヴァンス/エサンス ド
ラヴァンド ド オート プロヴァンス（精油）
（ギリシャ）マスティハ ヒウ（天然ガム）
（イタリア）アチェート バルサミコ トラディツィォナーレ ディ モデナ（バルサミコ酢）

バルサミコ酢 ドライフルーツ

アチェート バルサミコ ディ モデナ
イタリア

プルノー ダジャン/
プルノー ダジャン・ミキュイ

フランス
ホップ

ジャテツキー フメル
チェコ

サフラン

アサフラン デ ラ マンチャ
スペイン

オリーブ（実）

エリャ カラマタス
ギリシャ

梨

ペラ ロッシャ ドゥ オエステ
ポルトガル

シトリコス バレンシアノス/
シトリックス バレンシアンス

スペイン

オレンジ、マンダリン、レモン 牡蠣

ウィトゥル マレンヌ オレロン
フランス
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より高いレベルでの地理的表示の保護（先使用の規制）
〇 地理的表示の保護の前（ＧＩ登録前）から使用されていた登録産品と同様の名称
の使用（先使用）期間について、日EU・EPA発効後、最大7年間の経過期間を経た後
は、原則としてその使用を禁止。

・ 先使用期間に制限なし。
※ ただし、ＧＩ登録後に先使用品を利用して開発した新商品等には先使用は認められない。

○「先使用」とは
地理的表示（ＧＩ）の登録前（保護開始前）から登録産品と同様の名称を使用していた産品

については、ＧＩ登録後もその名称の使用を例外的に許容するもの。
※ ＧＩ登録の審査では、利害関係者からの意見聴取のための３ヶ月の公示期間が設けられてお
り、その期間内に寄せられた意見等をもとに先使用の有無を把握。

現在

・ 現在無期限に認められている先使用期間を原則として７年に制限。
⇒ ただし、登録産品と同じ地域で生産されている先使用品については、将来的な追加登録の
可能性があることから、ＧＩ登録産品でない旨を表記すれば、７年経過後も名称の使用（先
使用）が可能。

※ ＧＩ登録後に先使用品を利用して開発した新商品等には先使用は認められないのは改正前
と同様。

改正後

ＧＩ保護の強化
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より高いレベルでの地理的表示の保護（広告等の規制）

〇 現行のGI法上、規制対象とされている産品への表示だけでなく、広告等について
の地理的表示についても規制の対象。

（現在）
・地理的表示及びＧＩマークの
規制は、ＧＩ産品の直接の販
売・流通に限定

（改正後）
・広告やＥＣサイトでのＧＩ名称の使
用についても規制の対象

●広告での地理的
表示の使用

●インターネット販売
のためのウェブサイト
での地理的表示の使用

○○干し柿

●産品又はその包装等への地理
的表示の使用

●外食メニュー
での地理的表示の使用
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より高いレベルでの地理的表示の保護（誤認表示の規制）
〇 消費者に真正の地理的表示産品と誤認させるような名称の使用は、GI侵害として
規制の対象。

（例）GI侵害の例

※ゴーダチーズにオランダの国旗等を付け、消費者に真正の地理的表示産品と誤認をさせるよ
うな表示を行うことは、GI侵害となり得ます。

「アルデンヌ地方の風薫るベルギー産生ハム」
・Jambon d'Ardenne
（ジャンボン ダルデンヌ）

（例）指定される名称 （例）GI侵害の例

※ベルギー産の非GIハムに、アルデンヌ地方で生産されたハムであると誤認させるようなものも規制
対象です。

ベルギー 生ハム

・Gouda Holland
（ゴーダ ホラント）

オランダ チーズ

（例）指定される名称

ゴーダチーズ

（例）GI侵害の例

・夕張メロン

（例）登録名称

○○県産メロン

※他県産のメロンに夕張市の地図等を付け、消費者に真正の地理的表示産品と誤認をさせるよう
な表示を行うことは、GI侵害となり得ます。
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農林水産物・食品の輸出拡大への貢献

1.55 1.8 1.79 1.59 1.29 1.16

○ 日EU・EPAにより、日本の農林水産物の地理的表示が欧州各国によって保護される。
○ 欧州では、GI産品は消費者に高く評価されており、日本のGI産品の知名度向上に効果的である
ことから日本の農林水産物の輸出拡大にも貢献。

メリット１
欧州市場に存在する模倣品を取り締まることが
できる

メリット３
GIとして保護されることにより、欧州の
消費者に対する知名度向上、ブランド化が
期待

農産物・
食品

（全産品平均）

EUではGI制度が消費者に広く認識され、
消費者は高価格でもGI産品を選択している

GI産品が広く流通
し、売場でも多くの
スペースを占める

○イタリアのスーパーマーケット

出典：AND－International(2012)

○EUにおけるGI産品と一般品との価格差 (2010)

肉製品 オリーブオ
イル

チーズ 果物・野菜 肉

GI産品は非GI産品と比べ、1.5倍程度の高価
格で取引されている

例：多くの国で、日本GIでない「神戸ビーフ」が販売

例：「西尾の抹茶」に関連する商標がＥＵに出願
→ＥＵ商標当局が取消し（2018.8）

日本のＧＩであるため、ＥＵ域内での商標出願は拒絶

メリット２
日本のGI産品名を使った第三者による商標出
願の拒絶

日EU・EPAの発効後は、日本で登録された真正品
以外は「神戸ビーフ」の名称を使用できなくなる。
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ＧＩ登録のメリットの拡大
○ ＧＩ登録により、模倣品が排除されるほか、取引拡大、価格上昇、担い手の増加などＧＩ登録をき
っかけとした副次的効果も現れている。

○ また、ＧＩ登録を機に、生産者団体が自ら産品の価値を再認識することで、品質管理重要性の認識
の高まりや、より良い産品を生産しようとする意欲の高まりといった前向きな効果も現れている。

価格の上昇

取引の
拡大

担い手の
増加

○連島ごぼう（岡山県）

○江戸崎かぼちゃ（茨城県）

○伊予生糸（愛媛県）

新たに生糸生産に携わる担い手が就農
今後も新たな就農の予定

○あおもりカシス（青森県）
新規就農者を積極的に受け入れ
（新規５人）

○市田柿（長野県）
台湾・香港・タイなどへの輸出本格化

○鳥取砂丘らっきょう（鳥取県）
販売額が2016年産、2017年産ともに10億円越え（25％増）
（2015年産：約８億円）

1kgあたりの単価が760円から900円に上昇
（18％上昇）（2017年）

○鳥取砂丘らっきょう（鳥取県）
生産者の新規加入（新規５人）

模倣品の
排除の
強化

○八女伝統本玉露（福岡県）
販売単価が前年比で11％上昇
（2016年）

○GIの不正使用の防止（国内＋EUで48品目）
ＧＩ産品と同一又は類似の表示に対し、指導等を行い適正化。

1kgあたりの価格が2016年、2017年ともに400円越え
（26％上昇）（2015年：317円）

○能登志賀ころ柿（石川県）

2017年度の出荷量が約３万８千箱に増加（15％増）
（2016年度：約３万３千箱）

法改正により、GI保護を一層強化
・ 先使用期間を制限
・ 広告、メニュー等でのGI使用も規制
・ ＧＩと誤認させるおそれのある

名称使用も規制
先使用：ＧＩ登録前から登録産品と同様の名称を

使用していた産品については、
ＧＩ登録後もその名称の使用を
例外的に許容するもの
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１ 農林水産物に係る知的財産の国内外での保護

（２）育成者権
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○ 労働力不足の課題を解決するため、スマート農業の需要が高まるなど知的財産の重要性が増す中、農業
におけるイノベーション創出が我が国農業の発展を促すことに繋がる。

○ 種苗はそういったイノベーションの源泉の一つであり、我が国農業を支える戦略物資である。

○ 環境や消費者の嗜好に合った品種の開発が常に行われることで、生産性の向上や付加価値の増加に繋
がり、農業者にも消費者にも利益。

○ このような中、我が国では新品種の出願数が減少傾向にあり、日本農業の競争力にも影響が懸念。

我が国の新品種の出願数は減少傾向

0
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我が国の品種開発力の低下の現状

各国における国内登録出願数の推移(件)

EU

中国

米国

日本

韓国

4004

2763

628
822

611

１品種開発するために10年以上
１億円ものコスト

・ 単位収量の向上

・ 病虫害に対応

・ 優良な耐候性

・味や外見が消費者
の嗜好に適合

・ 流通上の課題
（高い日持ち
性、傷がつきに
くい）に対応

優良な品種開発
通常の1.5倍となる

800kg/10a以上の収

量を期待できる極多

収米「とよめき」

超多収米

渋皮が簡単に剝けて、

調理も簡単な画期的な

和栗「ぽろたん」

剝きやすい栗

耐冷性に加え

過去にない良

食味を実現し、

後のブランド

米開発にも繋がった

水稲「きらら397」

寒さに強く美味しい
米

従来品種の弱点であっ

た黒斑病に強い梨

「ゴールド

二十世紀」

病害に強い梨

我が国農業の競争力

優良な新品種によって下支えされる農業の競争力

我が国の品種
出願数の低下

出典：UPOV
※Residentsを国内出願分として集計

12
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品種保護制度の必要性

一般品種による生産新品種開発

品種開発者 その他の種苗業者

適切な対価

農業者

一
般
品
種(

種
苗
）

一般品種は誰でも
自由に利用可能

権利は
一定期間
に限定

・
在
来
種
や
古
い
品
種

・
育
成
者
権
の
切
れ
た
元
新
品
種

収益

評
価

新品種のメリットを利用す
るための品種の切替

自
由
な

利
用
が
可
能
に

新
品
種(

種
苗
）

品種開発に多くの
費用と時間を投資

自家増殖も
自由

自家増殖は
一部制限

○ 新品種の開発は、農業者や消費者に利益をもたらすが、品種の開発には多くの費用と時間が
必要であり、一定期間に限って開発者に対価が還元されることで、新品種の開発のインセンテ
ィブを確保することが必要。

高
評
価

高収益

消費者

一
般
品
種

(

農
産
物
）

・ブランド産地化
・高付加価値化
・安定生産

新
品
種

(

農
産
物
）
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「知的財産推進計画２０１８」（重点施策）における関連施策の取組状況

「知的財産推進計画２０１８」抜粋
これまでの取組

施策内容 2018年度の取組
9 種苗法における侵害の立証の

適正化、権利範囲の明確化、
品種登録情報へのアクセスの
在り方などについての検討を
さらに進めるとともに、職務
育成品種の帰属、異議申立な
どの在り方についても検討を
行う。

種苗法の運用方法について
課題を整理し、専門家、関
係者に対するヒアリングを
行い、侵害の立証の適正化
や権利範囲の明確化に向け
た検討を実施。

 種苗法の運用方法について課題を整理し、専門
家・関係者に対するヒアリングを実施。

10 我が国で開発された植物品種
の海外への流出に対応するた
め、海外への品種登録出願へ
の支援や、重要な品種につい
ての国内での品種保護の在り
方について、制度的な手当も
含め検討する。

海外で育成者権の取得を支
援するとともに、海外にお
ける流出・侵害実態を把握
し、侵害対応への支援など
総合的な海外流出防止対策
を行う。さらに、植物品種
の海外流出を防止するため、
重要な登録品種の流通の管
理に関する検討を行う。

 海外で育成者権を取得するため海外への品種登
録支援や侵害対策支援を行うとともに、海外へ
の出願マニュアルを作成。

 ASEAN及び日中韓13カ国からなる「東アジア植
物新品種保護フォーラム」において、将来的な
各国のUPOV91年条約加盟を共通方針として定
めた10カ年戦略が30年８月に採択。

 登録品種の自家増殖に育成者権の効力が及ぶ植
物に、31種類の植物を追加する省令改正案をパ
ブリックコメント中。

 重要な登録品種の流通の管理について、専門
家・関係者に対するヒアリングを実施。

12 種苗法に基づき品種登録出願
された品種の名称が、第三者
により悪意で商標出願される
問題について、対応策を検討
する。

特許庁において、第三者に
より悪意で商標出願される
問題の対応策の検討に対し、
品種登録の際に品種名称に
影響を受けている後願の商
標の事例等の情報を提供。

 出願品種の名称が悪意の第三者に商標登録され
ないよう、品種登録の際に影響を受けている後
願の商標の事例等の情報を提供。

 特許庁は、上記趣旨を踏まえた商標審査基準改
定案についてパブリックコメントを実施。

14
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個人 種苗会社 食品会社
等 農協 大学 都道府県 国 合計

花き・
観賞樹 6,097 12,936 678 221 52 855 84 20,923 (78%)

食用作物 99 53 115 20 28 718 393 1,426 (5%)

野菜 252 647 238 41 21 469 145 1,813 (7%)

果樹 570 201 40 53 36 339 162 1,401 (5%)

その他 56 365 243 15 15 236 251 1,181 (4%)

合計
7,074 14,202 1,314 350 152 2,617 1,035 26,744 (100%)

(26%) (53%) (5%) (1%) (1%) (10%) (4%)

15

（参考）登録品種作物分野別・業種別の内訳

（Ｓ５３～Ｈ２９年度、件）

※１：作物分野別の割合の合計はラウンドの関係で100％にならない。
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植物品種等海外流出防止総合対策事業 【平成31年度予算概算決定額 100（95）百万円】
（平成30年度第2次補正予算額 1,680百万円の内数）

＜対策のポイント＞
海外への我が国優良品種の流出･無断増殖を防止するため、品種登録出願（育成者権取得）や侵害対応等に係る経費を支援するとともに、
品種保護に必要となる技術的課題の解決や、東アジアにおける品種保護制度の整備・充実を促進するための協力活動等を推進します。
＜政策目標＞
○農林水産物・食品の輸出額の拡大（8,071億円［平成29年］→ １兆円［平成31年まで］）
○農産物の輸出力強化につながる品種の海外への品種登録件数の増加（100件［平成34年度まで］）

［お問い合わせ先］食料産業局知的財産課（03-6738-6443）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．植物品種等海外流出防止総合対策事業（補助）
① 海外出願経費の支援
○ 海外で品種登録を行うことが、我が国農産物の輸出力強化につながる優
良な植物品種について、海外への品種登録出願に係る経費を支援します。

② 海外出願支援体制の整備
ア 海外での品種登録に関する相談窓口の設置
イ 主な出願先国への海外出願マニュアルの作成
ウ 我が国優良品種の海外流出･侵害実態調査
エ 海外での育成者権侵害対応に係る経費の支援

２．植物品種等海外流出防止総合対策事業（委託）
○ 植物品種保護制度の運用改善や、東アジアにおける品種保護制度の
整備、海外における植物品種保護等のための優先度の高い技術課題の
機動的な解決等、育成者権の保護環境整備に資する取組を実施します。

育
成
者
権
者

海外出願相談
･支援申請

出願経費の支援
（定額、1/2）

海外での権利
侵害発生

侵害対応経費
の支援（2/3）

我が国の優良品
種について、海外
への流出・無断栽
培を防止すること
により、
海外市場で海外
産と競合しない環
境を確保して、輸
出促進に貢献

植
物
品
種
等
海
外
流
出
防
止
対
策
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

(

事
業
実
施
主
体
）

国
育成者権者

＜事業の流れ＞

コンソーシアム

委託
民間団体等

定額、2/3以内、
1/2以内

定額、2/3以内、
1/2以内
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２ 農林水産分野での標準化の推進
（新たなJAS制度の活用）

17
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○ 農林水産・食品産業の競争力強化に向け、①品質、技術、取組を平準化し、生産・流通・消費の効率化・合理
化を図るツール、②創意工夫ある産品・事業者の品質、技術、取組を差別化するツールとして戦略的に制定・活用。

○ 生鮮品など品質が変化するもの、ノウハウなどの秘伝や営業秘密が絡むものにも規格を活用したアピールの途。

品質審査・歴史・
栽培等に関する知識、

指導方法…
伝統製法の
抹茶

通常の茶葉
の粉末茶

「本物」を
類似品と差別化

 例えば、粉末茶が海外市場に出
回る中、我が国の伝統的な抹茶につ
いて、その一般的な製法を規格化

 例えば、鮮度をアピールするため、保
管・輸送方式を規格化。能力を有する
事業者を認証

○○いちご ○○いちご

認証事業者が扱うので「新鮮」と
アピール可能に

Fresh！

モノの生産方法の規格

事業者による取扱方法の規格① モノに関する試験方法の規格モノの品質の規格

 例えば、ビーガン向けに、動物性原
料を含まないことを規格化

高野豆腐
寒締めほうれんそう

低 機能性成分 高

統一的な測定方法

日本の産品や技術の優位性を
根拠を示してアピール

例えば、日本産品に多く含まれる機
能性成分の統一的な測定方法を
規格化

客観的に
比較可能！

ほうれんそう

用語に関する規格
 例えば、伝統的な日本茶文化を正し
く広めるため、必要な知識と技術を有す
る者を認証

事業者による取扱方法の規格②
例えば、農業で活用するデータについ
て、農作業の各工程の名称を統一

新市場の開拓に寄与

納豆

情報集約・分析、
農業生産が効率化日本茶の普及を後押し

センサーデータ
収量データ

土壌データ
データの
互換性

適切な保管・輸送方式

強みのアピールにつながる多様なJASの制定

18
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事業者・産地の提案によるＪＡＳ規格の制定

○ JASについては、事業者・団体、試験研究機関、産地・地域などからの提案を受けて規格化する枠組みを
整備

○ 農林水産省及び(独)農林水産消費安全技術センター（通称：FAMIC）の相談窓口がサポートするほ
か、予算措置により規格制定の支援を実施

規格化の事前相談

 事業者・団体、試験研究機関、産地・地域などの提案を受けて規格を制定。民間規格のスキームオー
ナーからの提案も可。

 規格の制定に向け、案件ごとに、ステークホルダーに加え、専門家・学識経験者、関係行政機関、さら
に農林水産省の関係部局やFAMICからなる官民連携の体制で対応。

 制定されたJASは、原則として提案者などの主体が維持・管理。その際、農林水産省の関係部局や
FAMICがサポート。

官民連携の体制で対応

基本戦略の設定
 目標の設定
 検討の進め方（活
用する国際的枠組、
支持層作りを含む）

など

規格原案の作成
 技術的データの収集
 関係者間の調整
 日英両語による規
格案作成

など

JAS規格化

国際化

規格化が
適当な場合

窓口：
・ 農林水産省食料産業
局基準認証室

・ (独)農林水産消費安全
技術センター

※国際化対応がない
場合もあり得る規格原案の作成に向け、予算措置の活用も可能

jas_soudan@maff.go.jp

shohin_mailbox@nm.fa
mic.go.jp

19
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JASのまま
海外において
浸透・定着

Codex
※ コーデックス委員会（政府間組織）
※全会一致方式
※製品規格中心

ISO
※国際標準化機構（各国の代表的
標準化機関からなる組織）

※多数決方式
※多様な規格

国際的に通用するもの
を積極的に取り込み

○ JASの国際化に当たっては、その目的に応じ、影響力や実現可能性を勘案して費用対効果の高い枠組・
方法を選択。

○ その際、地域性が大きい、代替性が高いという農林水産品・食品の特性を踏まえれば、JASそのもののプレ
ゼンスを高めJAS認証を強調し、日本の独自性をアピールすることは有力な選択肢。

JAS

国際規格化に向けた関係者の合意・協力が容易に
国内で実績を積み、提案時の説得力向上
国際規格化後、国内事業者は即応可能 規格にあっていることを示して

説明や証明を容易に
自らの「強み」を規格化して
アピールに活用

我が国発の規格・認証の国際展開イメージ

20
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ＪＡＳ制定状況
○ 平成30年12月現在、新たに3規格を制定済み、年度内に６規格を制定見込み。そのほかにも多数の提案に基づ
き、規格化に向けて作業中。

 近年新たに建築材料として生産さ
れ始めた国産材料の統一的な品
質・表示基準を設定

接着重ね材・接着合せ材

機能性成分の試験方法日持ち生産管理切り花

 日持ち性を向上させる生産管理の方
法を規格化

日本産品に多く含まれる機能性成分の統一的な測定方法を規格化

 有機料理を提供する飲食店等につい
て、正しく情報提供するためのサービス
方法を規格化

有機料理提供飲食店の管理方法

出荷

①べにふうき茶に含まれる
メチル化カテキン

②うんしゅうみかんに含まれる
β-クリプトキサンチン

 人工種苗技術により生産された養殖魚や
その加工品について、生産方法を規格化

人工種苗技術による水産養殖産品

養殖親魚

受精卵仔魚・稚魚

30年3月
制定

30年3月
制定

制定予定制定予定 制定予定

制定予定

①ほうれんそうに含まれる
ルテイン

②トマトに含まれる
リコペン
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ＪＡＳの戦略的活用のための環境整備に向けた最近の取組

浮 ＪＡＳの戦略的な制定・活用のための環境整備として、国内外において、ＪＡＳの普及・啓発、人材育
成、協力関係構築、信頼確保に向けた取組を実施。

標準・認証に関するセミナー・講座アセアンとの関係強化

 事業者向けセミナー、大学（平成30年度：
東京大学、群馬大学等計10大学）での出
張講座を実施

平成29年度より、アセアン諸国の有力大学において、JAS
に関する講座を提供。

平成30年11月シンガポールにて、今後国際化を見込む機
能性成分試験方法規格に係るワークショップを開催。

さらに、平成31年度より試験方法規格の普及に向け、ア
セアン各国と我が国双方の産学官が連携して、分析技術
に係る講座を実施予定。

二国間協力・連携

 平成30年4月にベトナム農業農村開発省と規格認証の
活用における協力覚書を締結。同年9月に日越共同
ワーキンググループ開催。同年12月に有機認証に関する
研修会を開催。

 タイ側の要請に応じ、そしゃく配慮食品（スマイルケア
食）の基準について紹介。さらなる連携を模索。

JASマークの商標登録

 海外におけるＪＡＳマークの信頼を確保する
ため商標登録を実施

※ 平成30年10月新たなJASマーク決定。

※

国際的に通用する認証の枠組み
 FAMICが各国認定機関との相互承認締結に
向け対応中。

※ FAMIC：(独)農林水産消費安全技術センター
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日本発の食品安全規格がGFSI承認を取得

＜将来の効果＞
輸出拡大
農業・食品産業
の経営力強化

② 平成29年秋、食品安全マネジメント協会、日本GAP協会が日本発の規格（JFS、
ASIAGAP ）を、GFSIに承認申請。平成30年10月、両規格がGFSI承認を取得。

③ 今後は両規格を活用し、日本の農林水産物・食品の輸出を促進。

① 欧米を中心とした世界の食品小売・製造事業者において、世界食品安全イニシアティブ
（GFSI）承認規格による認証が取引条件となりつつある。

GFSI 承認

小 売

GFSI承認規格による
認証が取引条件

食品工場

認証

等

民間の規格・認証
農場

10月JFS及び
ASIAGAP承認

H32年H31年H30年H29年

9月JFS承認申請
11月ASIAGAP承認申請

東京オリンピック・
パラリンピック

3月世界食品安全会議

23
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日本発の食品安全管理規格の
GFSI承認のメリット
 JFSを取得することによって、食品安
全の取組が国際標準で評価される

 日本語の規格であり、日本の事業者
が使いやすく、食品安全管理レベル
の向上につながる

 日本の食文化である生食・発酵食
品等の安全管理が、国際標準に
沿って実施できる

 日本の食品産業の輸出力が強化
 国際的なルール形成に関わる手段を
獲得

A

B

C

国際取引に
使われる

HACCPの
実施を含む

一般
衛生管
理中心

取組の内容

レ
ベ
ル

JFSの段階的な仕組み

【JFS-C】
国際的な仕組みに基
づいた認証の仕組み
GFSI承認規格

【JFS-A/B】
中小事業者が取組や
すい、簡略化した適合
証明の仕組み

日本発食品安全管理規格（JFS）

規格の特徴
 規格をわかりやすく解説したガイドラインを整備
 国内規制と国際的なスキームの整合を図っている
 現場からの改善提案を活用する仕組みをもつ
 中小事業者にも取り組みやすい段階的な仕組み
（下図）（A→B→C）

JFSとは、食品製造業において、食品の安
全管理に関する取組を認証する規格

24
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日本発GAP規格（ASIAGAP）

 食品安全に関す
るリスク管理を、
国際標準である
Codex-HACCP
ベースで実現

 食品防御、食品
偽装への対応

 アレルゲン表示や、
アレルゲン物質の
交差汚染への
対応 ・・など

ASIAGAP

ＪGAP

日本発のGAP規格の
GFSI承認のメリット
 ASIAGAPを取得することによって、
食品安全の取組が国際標準で評価
される

 日本語の規格であり、日本の農業
者が使いやすく、農産物の食品安全
管理レベルの向上につながる

 持続可能な農業、農業経営改善の
更なる推進につながる

 日本の農業の輸出力が強化
 国際的なルール形成に関わる手段を
獲得

ASIAGAPとは、農業において、食品安全、
環境保全、労働安全等に関する取組を
認証する規格。

規格の特徴
 JGAPを基に開発・運営され、日本の農業
者にとっても取り組みやすい仕組み

 国内の法制度と国際的な規格との整合を
図っている
日本GAP協会が運営するGAP規格

（H19年～）

（H29年～※）

※日本GAP協会がJGAP Advanceとして策定し、平成28年9月に運用を開始。
平成29年8月に、ASIAGAPと改名。（日本ＧＡＰ協会資料を基に作成） 25
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３ 農業分野におけるデータ利活用の促進等

26



食料産業局

Copyright 2016 Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

農業データ連携基盤（WAGRI）
Publicデータ
気象や土地、地図情報等に関する様々なデータ・システムを提供（有償提供を
含む）

Private (Closed) データ
農業者個々人が「安全」に自分
のデータを保存・管理

Masterデータ
Publicや Privateデータのマス
ター系を定義したデータを提供

認証方式
Open ID Connectを利用

気象
API※

農地
API

地図
API

土壌
API

生育予測
API

統計
API

センサ
API

農 業 者 等

農機メーカーＡ 農機メーカーＢ ICTベンダーＣ ICTベンダーＤ

農業データ連携基盤の構造

農業者等が、それぞれの経営形態等に応じて農業関連サービスを選択・活用

WAGRIを通じてデータ・システムを提供

民間
企業

民間
団体

民間
企業

民間
企業

農研
機構 官公庁民間

企業

WAGRIを通じてデータ・システムを取得し、新たな農業関連サービスを開発

データ・
システム
提供者

データ・
システム
利用者

○ 農業データ連携基盤（WAGRI）は、農業ICTサービスを提供する民間企業の協調領域として整備を進めている。
○ WAGRIを通じて気象や農地、地図情報等のデータ・システムを提供し、民間企業が行うサービスの充実や新たな
サービスの創出を促すことで、農業者等が様々なサービスを選択・活用できるようにする。

※Application Programming Interface
の略。複数のアプリケーション等を接続（連
携）するために必要なプログラムを定めた規
約のこと。 27
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産地A

産地B

a社

b社

c社

d社
・
・

生産情報と受発注・在庫情報に基づく
最適な集荷・発送ルートの選定

消費者行動分析等に基づく
生産・作業計画支援高精度な出荷・需要予測

廃棄ロスのない
計画生産・出荷

○現在、農業データ連携基盤では、生産（主に水稲）に関するデータの蓄積が進んでいる。

○今後、これを強化（データの充実、対象品目の拡大）するとともに、流通、食品製造、輸出振興
等と強力に連携し、生産から流通、加工、消費までデータの相互利用が可能なスマートフード
チェーンを創出し、農業におけるSociety5.0（超スマート社会）を実現する。

消費者・実需者
ニーズにあった生
産計画等を提
示

最適な輸
送手段 ・
ルート等を
提示

生産から流通、加工、消費までデータの相互活用が可能な
｢スマートフードチェーン｣ を構築

スマートフードチェーンの構築により可能となる取組例

生産 (川上)
（生産・収穫・選別）

流通・加工 (川中)
（集荷・輸送・貯蔵・加工）

販売・消費（川下）

農業データ連携基盤の今後の方向性 （スマートフードチェーンの構築）

28
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標準化ロードマップにおける個別ガイドラインの新規策定・改定
①農作業の名称

• 採種・稲取り等の農作業の標準的な名称を
規定

②農作物の名称

③登録農薬に係るデータ項目に関する情報

④登録肥料等に係るデータ項目に関する情報

⑤データ交換インタフェース

⑥環境情報のデータ項目

農水省

総務省

農水省

農水省

総務省

農水省

• 農作物の名称について、稲・麦類等の大分類、
小麦・大麦等の中分類を規定

• 登録農薬に係る情報を機械判読が可能な
データ形式のあり方について検討

• 登録肥料に係る情報を機械判読が可能な
データ形式のあり方について検討

• 温度、積算温度等を始めとする環境項目のデータ
項目を規定

• 規定外の項目もユーザーごとに拡張可能

• 農業情報を異なるシステム・ユーザー間で交換す
るためのインタフェースを規定

第3版に改定

• 新たに標準的な農作業名の追加、農作物別の農作業名の掲載
及び様々な作業名(シソーラス)と標準的な作業名の関係を整理

第2版に改定

暫定版として新規策定

暫定版として新規策定

第2版に改定

第３版に改定

• FAMICの農薬登録情報提供システムの構成等を参考に、
システムに取り込み得るデータ項目を幅広に収集

• FAMICの肥料登録銘柄検索システムの構成等を参考に、
システムに取り込み得るデータ項目を幅広に収集

• 海外の最新動向等を踏まえ、新たなデータ項目を追加
• センサ－機器の位置等に関する新たなメタ情報項目を追加

• 環境データとメタ情報を別々に出力できる新たなデータフォー
マット及びAPIを追加

• 新たに標準的な農作物名の追加、品種等に水稲、麦、大豆を追加
及び様々な作物名（シソーラス）と標準的な作物名との関係を整理

⑧生産履歴の記録方法

⑦生育調査等の項目
• 栽培管理工程に関する標準的な項目や収量構成要素
及び栽培管理工程に関する生育ステージ、生育調査項
目等を規定

• 生産履歴に関する情報を記録するための、標準
的に用いることが望ましい項目について検討

第1版として新規策定
• 水稲、トマト、いちごごとの生育調査等の項目・関係性や各項
目に係る参考とした出典における定義や測定単位等を整理

• 農研機構が開発した「農業生産工程管理データ表現・交換
規格（FIX-pms）を参考に流通企業等の意見も踏まえ、
項目を整理

農水省

農水省

暫定版として新規策定

29
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農業分野におけるデータ契約の分類について

複数の当事者が関与することにより、従前存在しなかっ
たデータが新たに創出される場面において、データの創出
に関与した当事者間で、データの利用権限について取り決
める契約をいう。
例えば、農機メーカーB社が、農業者Aに収量センサー搭

載のトラクタをリースし、当該トラクタから収量に関する
データが創出された場合、同データはB社がリースしたトラ
クターをAが使用することによって”創出”されるものである。

①データ提供型
データ提供者のみが保持するデータを、別の者に提供する際

に取り決める契約をいう。
例えば、熟練農業者Ａが、永年にわたり作成してきた画像

データを含む栽培記録に関するデータをメーカーＢ社に有償譲
渡する事例が該当する。

②データ創出型

契約

データ提供栽培データ

農業者Ａ Ｂ社

契約農業者
A1、A2、
A3・・

B社
農機メーカー

収量データ
取得

統計データ

販売

統計デー
タの販売
先

プラットフォーム（ＰＦ）を利用したデータの共用を目
的とする類型の契約をいう。
農業分野では、平成31年４月に農業データ連携基盤

（WAGRI）が本格稼働することから、まずWAGRIにおけ
る運用を念頭に置きつつ、その他のＰＦでの活用も視野に
契約雛形を検討。
なお、ＰＦという性格上、ＰＦの契約当事者は、ＰＦ事

業者の他、ベンダー等の事業者（やソフトウェアに精通す
るごく一部の農業者）が対象になると想定。

③データ共用型

農業データ連携基盤
気象・農地・生育予測・統計・・・

ベンダーＡ 農機メーカーＢ
取得 取得

提供 官公庁Ｄ
提供

・・・

・・・民間企業Ｃ
30
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農業分野におけるデータ契約の全体像について

プラットフォーム（ＰＦ）
運営事業者

農機メーカＣ ICTベンダＤ

ＩＣＴベンダＥ 農機メーカＦ

データ利用規約
データ利用者とＰＦ運営
事業者とで締結する規約

データ提供規約
データ提供者とＰＦ運営
事業者とで締結する規約

データ提供利用規約
データの提供と利用の
両方を行う者と、ＰＦ
運営事業者とで締結す
る規約

○ 農業関係者が提供または創出させたデータをベンダやメーカ等がプラットフォームに共有させ、
第三者のベンダ等にデータ共有させるという一般的なデータ流通における契約または規約の全体
像は以下のとおり。

○ ＰＦ運営事業者と直接の契約当事者として想定されるのはベンダやメーカ等の事業者であり、
農業関係者が直接の契約当事者となる場合はＩＣＴに精通する一部の者に限定されると想定。

農業者Ａ 農業者Ｂ ①データ提供型契約または②データ創出型契約
農業関係者とベンダやメーカとの間で締結するデー
タ契約。
対象となるデータの保持状況や当事者間の貢献等に
よって、提供型または創出型に類型される。一

般
的
な
デ
ー
タ
の
流
れ
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４ 農林水産知財に関する支援や普及啓発の充実
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農林水産知財に関する支援や普及啓発の充実
① 農業知財に係る相談支援体制の充実

② 農業知財の理解者の裾野を拡げる取組

（普及指導員への知財研修）
〇 若手普及指導員を対象とした、農業知財に関する研修を実
施。（Ｈ30～）

〇 農業知財に関するｅラーニング（学習テキスト）を作成し、
普及指導組織等の農業指導機関に配布。（Ｈ30～）

（次世代を支える学生等への農業知財教育の充実）
〇 近畿大学と連携し、農業知財保護についての新講座を開設
し、知的財産課職員が講師として、同大農学部の学生を対象
に講義を実施。（H30～）

○ 農業者や研究者、関連士業（弁護士・弁理士等）と連携し、
農水知財に関するセミナー等を実施。（Ｈ30～）

（農業者等への知財相談支援窓口の充実強化）
〇 特許庁と協力し、（独）工業所有権情報・研修館（ＩＮＰＩ
Ｔ）が各都道府県に設置した「知財総合支援窓口」において、従
来の特許・商標・営業秘密等の相談に加え、地理的表示（ＧＩ）
や種苗の育成者権の相談も一括で受付。（Ｈ28～）

〇 特許庁が開催する「知財のミカタ（巡回特許庁）」を共催し、
農林水産分野における知財制度について説明。（H29～）
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